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○ 首都圏の総人口は、令和３(2021)年に減少に転じ、今後も引き続き減少傾向で推移。こうした中で、生産年齢人口率の低下
と高齢化率の増加が進行する見込み。

注：ここでいう「首都圏」とは、茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、山梨県。
引用元：「令和4年度 首都圏整備に関する年次報告」 1

首都圏の人口の動向



○ 首都圏の一般世帯数は、令和２(2020)年は2,047万世帯で増加傾向。一般世帯数のうち、単独世帯数は837万世帯で、
単独世帯数に占める高齢単身世帯数の割合は、平成27(2015)年まで増加していたが、令和２(2020)年は横ばい。

注１：ここでいう「首都圏」とは、茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、山梨県。「単独世帯数」とは、世帯主の年齢が不詳であるものを含む。
２：各年10月1日現在。

引用元：「令和4年度 首都圏整備に関する年次報告」
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首都圏の世帯の動向



○ 東京圏への転入超過の傾向が続いている。

東京圏の転入超過の推移

3出典：国土形成計画（全国計画）関連データ集より抜粋



○ 首都圏における外国人労働者数は近年継続して増加。令和４(2022)年には約90万人となっており、そのうち東京都が５割以
上を占めている。

４

外国人労働者の動向



○ 訪日外国人旅行者数は、令和元(2019)年までは過去最高を更新していたが、2020(令和2)年に入ってからは新型コロナウイ
ルス感染拡大に伴い、水際措置の強化の継続などにより、年間を通じて大きく減少。2022(令和4)年6月の外国人観光客の受
入れ再開後は、水際措置の緩和等により回復傾向で推移。

引用元：国土交通省「令和５年版 観光白書」及び日本政府観光局統計資料に基づき、内閣府作成。

※ 2023年の数値は、同年1月から10月までのもの。 ５

訪日外国人旅行者の動向
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○民間企業のテレワークは、2020年の新型コロナウイルス感染症の拡大後、急速に導入が進展。導入理由（複数回答）としては、
「感染症への対応（87.4％）」や「非常時の事業継続（33.5％）」が上位。

出典：総務省「令和5年版 情報通信白書」
https://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/ja/r05/html/nd24b220.html ６

リモートワークの普及



○2010年代には、共働き世帯数が大きく増加。令和4年の共働き世帯率は23％（R4の総世帯数は5431万世帯）

出典：厚生労働省「令和5年版 厚生労働白書」
https://www.mhlw.go.jp/wp/hakusyo/kousei/22/dl/2-01.pdf ７

共働き世帯の増加



○血縁・地縁・社縁のいずれにおいても、「なにかにつけて相談したり、たすけ合えるようなつきあい」を望ましいとする者の割合は大きく減少。
また、20歳代や30歳代では「挨拶をする程度」、「世間話をする程度」が望ましいとする者の割合が高い一方、40歳代以降は「地
域の行事等に参加したり困ったときに助け合う」付き合いを望ましいとする者の割合が高い。

出典：厚生労働省「令和5年版 厚生労働白書」
https://www.mhlw.go.jp/wp/hakusyo/kousei/22/dl/1-01.pdf

地縁血縁 社縁

▼つきあいとして望ましいもの

▼望ましい地域での付き合いの程度（年齢別）

８

地域コミュニティの縮小



○デジタルを活用する際に必要となるインターネットなどに接続するための端末について、2022年の情報通信機器の世帯保有率は、「モ
バイル端末全体」で97.5％であり、その内数である「スマートフォン」は90.1%、パソコンは69.0％となっている。

出典：総務省「令和5年版 情報通信白書」
https://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/ja/r05/html/nd24b110.html ９

スマホ等モバイル端末の普及



※1：（一社）日本クレジット協会調査（注）2012年までは加盟クレジット会社へのアンケート調査結果を基にした推計値、2013年以降は指定信用情報機関に登録されている実数値を使用
※2：日本デビットカード推進協議会(～2015年)、 2016年以降は日本銀行「決済システムレポート」・「決済動向」
※3：日本銀行「決済動向」
※4：（一社）キャッシュレス推進協議会「コード決済利用動向調査」
※5：内閣府「国民経済計算」（名目）
提供：経済産業省 https://www.meti.go.jp/press/2023/04/20230406002/20230406002.html

○2022年のキャッシュレス決済比率は堅調に上昇し、36.0%（111兆円）となった。内訳は、クレジットカードが30.4％（93.8兆
円）、デビットカードが1.0％（3.2兆円）、電子マネーが2.0％（6.1兆円）、コード決済が2.6％（7.9兆円）。

10

キャッシュレス決済の普及



○ICTプラットフォームによる需要と供給の「見える化」が進むことによって、商品・サービスを保有する個人と利用したい個人をマッチングする
ことが可能になり、個人も供給者として市場に参加することが容易になってきた。

▼サービスを開始したシェアリングサービスの数の推移

出典：総務省「平成30年版 情報通信白書」
https://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/ja/h30/html/nd125100.html 11

シェアリングエコノミーの浸透① ～サービス数～



○加えて、音楽や動画等におけるサブスクリプション型サービスへの移行に象徴されるように、商品・サービスの「所有」から「利用」へと個人の意識が変化しており、
コンテンツだけではなく形あるモノについてもシェアリングが受け入れられるようになり、シェアリングエコノミーと呼ばれる新たな経済活動が拡大しており、今後
もその市場規模は大きく伸びていくと期待。

▼シェアリングエコノミーの市場規模

出典：（一社）シェアリングエコノミー協会「シェアリングエコノミー活用ハンドブック」
https://www.digital.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/5adb8030-
21f5-4c2b-8f03-0e3e01508472/20220331_policies_sharing_economy_handbook_01_0.pdf 12

シェアリングエコノミーの浸透② ～市場規模～



○高齢化の進展に伴う高齢者の慢性疾患の罹患率の増加により疾病構造が変化し、医療ニーズについては、病気と共存しながら、生
活の質（QOL）の維持・向上を図っていく必要性が高まってきている。

▼在宅医療を受けた推計外来患者数の推移

出典：厚生労働省「令和２年（２０２０）患者調査の概況」
https://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/kanja/20/dl/suikeikanjya.pdf 13

在宅医療の拡大



○一方で、介護ニーズについても、医療ニーズを併せ持つ重度の要介護者や認知症高齢者が増加するなど、医療及び介護の連携の
必要性はこれまで以上に高まってきている。

出典：第2回在宅医療及び医療・介護連携に関するワーキンググループ（厚生労働省）（R4.3.9）
https://www.mhlw.go.jp/content/10800000/000909712.pdf 14

訪問看護の拡大



○ 長期金利（新発10年国債の利回り）は、足元において上昇傾向にある。

長期金利の推移

15
出典：日本相互証券株式会社ホームページ
https://www.bb.jbts.co.jp/ja/historical/marketdata01.html



○ 2020年基準の消費者物価指数（総合指数（生鮮食品を除く））及び企業物価指数は、足元においてプラスで推移している。

消費者物価指数の推移

16
出典：総務省統計局 2020年基準 消費者物価指数 全国 2023年（令和5年）10月分（2023年11月24日公表）
https://www.stat.go.jp/data/cpi/sokuhou/tsuki/pdf/zenkoku.pdf

出典：日本銀行調査統計局 企業物価指数(2023年10月速報)
https://www.boj.or.jp/statistics/pi/cgpi_release/cgpi2310.pdf

▼消費者物価指数 ▼国内企業物価指数



17

東京都における30階以上の高層建築物数の推移
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[空き家の種類]
二次的住宅：別荘及びその他（たまに寝泊まりする人がいる住宅）
賃貸用又は売却用の住宅：新築・中古を問わず，賃貸又は売却のために空き家になっている住宅
その他の住宅：上記の他に人が住んでいない住宅で，例えば，転勤・入院などのため居住世帯が長期にわたって不在の

住宅や建て替えなどのために取り壊すことになっている住宅など
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○ 住宅・土地統計調査（総務省）によれば、空き家の総数は、この20年で約１.5倍（576万戸→849万戸）に増加。

○ 「その他空き家」（約349万戸）に関しては、約1.92倍に増加。そのうち約144万戸が耐震性不足と推計。

空き家

その他
約349万戸

一戸建等 ： 約268万戸
共同住宅等： 約 80万戸

昭和56年以降建築（耐震性あり） 昭和55年以前建築（約261万戸）

耐震性あり
（約117万

戸）
耐震性不足

（約144万戸）

耐震性あり
（約87万

戸）

出典 ： 住宅・土地統計調査（総務省）、令和元年空き家所有者実態調査（国土交通省）
※ 一戸建等には一戸建及び長屋建が含まれる。共同住宅等には共同住宅及びその他が含まれる。
※ 空き家の建築時期は、令和元年空き家所有者実態調査に基づき推計している。
※ 建築時期が昭和５５年以前の「耐震性不足」とされているストック数については、

国交省推計による建て方別の耐震割合をもとに算定を行った。 18

空き家の現状（推移と「その他空き家」の耐震性有無の推計）



19

首都圏における大型物流センターの増加

出典：国土交通省 高速道路を活用した物流の現状
https://www.mlit.go.jp/road/ir/ir-council/nls/pdf01/04.pdf



○近年における原油・ガスの供給量は減少傾向で推移しているものの、依然として輸入比率は高水準で推移。2021年度における原
油の9割以上は中東から、天然ガスの７割弱はアジア大洋州（豪州、マレーシア、ブルネイ、PNG、インドネシア）から輸入。

▼国産と輸入原油供給量の推移

出典：経済産業省「令和4年度 エネルギー白書」
https://www.enecho.meti.go.jp/about/whitepaper/2023/html/2-1-3.html

▼天然ガスの国産、輸入別の供給量

20

エネルギーの海外依存



○近年における食料自給率（カロリーベース）は横ばいで推移。小麦、大豆、油脂類などの品目別自給率（重量ベース）は特に低く、
牛肉などの畜産物も飼料自給率を考慮すると同様の状況。

▼食料自給率の推移

21

食料の海外依存

出典：農林水産省ホームページ（https://www.maff.go.jp/j/zyukyu/zikyu_ritu/012.html）



○低燃費自動車の普及によるガソリン需要の減少や、ガソリンスタンド経営者の高齢化等により、ガソリンスタンドの数は年々減少する一
方、セルフスタンドの割合は増加傾向。特に首都圏ではその割合が高くなっている。
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出典：経済産業省「揮発油販売業者数及び給油所数の推移（登録ベース）」

石油情報センター「セルフSS出店状況調査結果」

▼給油所数の推移（全国） R4年度末 SS数 セルフSS率
東京都 912 43.0％
神奈川県 787 55.8％（全国1位）
千葉県 999（全国3位） 46.3％
埼玉県 954 54.0％（全国2位）

22

うち首都圏

ガソリンスタンドの減少



○2012年7月のFIT制度（固定価格買取制度）開始により、再エネの導入は大幅に増加。2030年度のエネルギーミックスにおいては、
再エネ比率を36-38％としており、この実現に向けて、更なる再エネの導入拡大を図る必要。

▼再生可能エネルギーの導入推移と2030年の導入目標

出典：資源エネルギー庁「今後の再生可能エネルギー政策について」（R5.6.21） 23

再生可能エネルギーの導入拡大



○他方、これまでの再エネの導入拡大の中で、日本国内の定置用蓄電システムの市場規模は年々拡大しており、2015（平成27）年
から2021（令和３）年の6年間で、同システムの市場規模は約５倍に拡大。

24

蓄電池の導入拡大（再生可能エネルギー拡大の受け皿）

出典：経済産業省「定置用蓄電システムの普及拡大策の検討 に向けた調査」調査報告書（2023.2.28）https://www.meti.go.jp/meti_lib/report/2022FY/000050.pdf



○ 自動車の運転業務に係る有効求人倍率は、全職業に比べ、高い水準にある。

地域の担い手不足 交通・物流（有効求人倍率の推移）

25出典：国土形成計画（全国計画）関連データ集より抜粋



○ 介護関係職種の有効求人倍率は、全職業に比べ、高い水準にある。

地域の担い手不足 福祉（有効求人倍率の推移）

26出典：国土形成計画（全国計画）関連データ集より抜粋



○ 消防団員数は年々減少を続けている一方、自主防災組織（地域住民の連帯意識に基づく自発的な防災組織）による活動カ
バー率（全世帯数のうち、自主防災組織の活動範囲に含まれている地域の世帯数の割合）はわずかながら増加している。

地域の担い手不足 消防団・自主防災組織

27

▼消防団員数

▼自主防災組織数・自主防災組織による活動カバー率

出典：令和４年版消防白書

出典：令和４年版消防白書



提供：総務省 R5情報通信白書 https://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/r05.html

○2007年にスマートフォンｉＰｈｏｎｅが登場する状況の下、第４世代移動通信システム（4G）がサービス開始となった。スマートフォン時代を迎えて高速・
大容量通信に対するニーズが一層高まる中、通信速度はメガ（毎秒）レベルから、ギガ（毎秒）レベルへと進化。

○2020年には、4Gの100倍以上の通信速度である超高速、遠隔地でもロボットなどの操作をスムーズに行える超低遅延、多数の機器が同時にネットワークに
つながる多数同時接続といった特徴を持つ第５世代移動通信システム（5G）がサービス開始。

○2030年代には、第６世代移動通信システム（Beyond5G）が実現できるよう、研究開発などが進められている。

28

移動通信システム（携帯電話）の進化



提供：総務省 R5情報通信白書 https://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/r05.html

○様々な社会課題の解決や活力ある社会の実現を図るため、今後あらゆる産業や社会の基盤になると見込まれる第６世代移動通信システム（Beyond 
5G）の研究開発が取り組まれている。

○Beyond 5Gでは、5Gの特徴である高速・大容量、低遅延、多数同時接続の機能をさらに高度化することに加え、新たに超低消費電力、通信カバレッジの
拡張性（非地上系）、自立性、超安全・信頼性などの機能が期待されている。

○特に大規模災害時においては、地上系の通信網が途絶した場合も利用可能な中・低軌道周回非静止衛星等を使った通信カバレッジの拡張性（非地上
系）、限りある非常用電源でも長時間の運用が可能となる超低消費電力といった機能があり、これらによる通信網の強靭化が期待される。

29

2030年代の通信基盤となる「Beyond5G」（６Ｇ）の特徴



提供：総務省 R5情報通信白書 https://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/r05.html

○Beyond5G（6G）の実現が期待される2030年代の社会像として、国民生活や経済活動が円滑に維持される「強靭で活力ある社会」の実現を目指し、
具体的には、①誰もが活躍できる社会（Inclusive）、②持続的に成長する社会（Sustainable）、③安心して活躍できる社会
（Dependable）の３つを掲げている。

○この社会像の実現を目指して、情報通信分野に限らず幅広い業界における2030年代に向けた課題や将来像を把握し、多くの産業や利用にかかわる広範
囲な情報通信の利用シーンを洗い出し、下図のとおり整理されている。

30

2030年代の社会像とBeyond5G（６Ｇ）
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（令和４年は概数） 31

熱中症死亡者（5年移動平均）の推移



出典：厚生労働省ホームページ
https://www.mhlw.go.jp/content/10906000/000957753.pdf 32

感染症法に基づく主な措置
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